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研究成果の概要（和文）：本研究は、気候変動政策の政策形成過程と政策ネットワークに関する国際比較研究の日本版
である。主要3紙の関連記事を対象としたメディア分析と主要な関係団体に対する質問紙調査とインタビュー調査から
なる。後者では、省庁・政府系研究機関・業界団体・民間シンクタンク・NGO・自治体・政党・マスメディア・企業な
ど125団体の気候変動問題担当者に質問紙を用いて面接、72団体から回答を得た（回収率57.6％）経済・業界団体など
のように、自主的な削減の取り組みを評価し、大きな削減目標に消極的なグループと、地方自治体・環境NGOなどのよ
うに、法的な削減を求め、削減に積極的なグループとに2極化していることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This study is a Japanese version of Comparing Climate Change Policy Networks Proje
ct in more than 20 countries and regions. The project consists of a media analysis and a network analysis 
with a questionnaire survey and an interviewing. In the network analysis, we selected 125 institutions rel
ated to the issues and finally we interviewed or received answers from 72 institutions with the returning 
rate of 57.6%. One of major findings is that they consists of two groups, one is an aggressive group to be
 eager to reduce CO2 emissions as an institute. Based on the legal base, this group is seeking to a more o
fficially proactive target to the government. Another group is relatively negative group to seek a busines
s as usual target and method. Ministry of Economy, Trade and Industry, the Federation of Economic Organiza
tions and industry organizations belong to this group. A polarization in policy networks and interest grou
ps is a main political background of Japanese climate change policy.
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１．研究開始当初の背景 
 地球温暖化問題は 21 世紀最大の社会問題
の一つであり、地球規模での喫緊の対策が求
められている。しかし日本の場合、環境社会
学的研究はこれまで地域レベルに分析の焦
点をおくことが多く、温暖化問題について学
術的な業績をもつ社会学の研究グループは
日本では本研究チームのほかは、国立環境研
究所の環境社会学者がいる程度であり、研究
グループとしては本チームが唯一の存在で
ある。 
 日本の社会科学的研究では、排出権取引・
環境税などの制度設計をめぐる環境経済学
者の業績が圧倒的に多く、国際交渉における
合意形成過程に注目した国際政治学者・国際
法学者の業績も近年増えている。社会学的な
研究も国際的には存在し、シュラーズによる
日米独の 3 国比較（Schreurs,2002＝2007）、
フィッシャー(Fisher,2004)による日米に焦
点をあてた国際比較研究などが高い評価を
得てきた。 
 本研究は、環境社会学者で、社会学的なネ
ットワーク分析の専門家であるミネソタ大
のブロードベント教授が提唱し、その呼びか
けに応じて、2006 年から、台湾を含む 20 ヶ
国以上の社会学者が参加し、国別のチームご
とに、共通のフレームワークと手法にもとづ
いて自国の温暖化政策について研究をすす
め て きた国 際 比較研 究 プロジ ェ ク ト
（ Comparing Climate Change Policy 
Networks、略称 COMPON）の日本チームで
ある。2008 年夏から予備的な研究をはじめ、
2010 年度から本科学研究費を得て、本格的
な研究を開始した。 
 
２．研究の目的 
 日本における気候変動政策の政策形成過
程と政策内容を規定する諸要因を、国際比較
研究と共通のフレームワークと分析手法に
もとづいて実証的に明らかにする。 
 温暖化問題をめぐる（1）中央政府レベル
での政策決定過程、（2）これに対して影響力
を及ぼす組織・機関・個人など、キープレイ
ヤーの特定、（3）彼らの言明内容の特定化を
はかる。（4）地方政府レベルとしては京都市
をとりあげ、定性的なアプローチによって、
京都市レベルでの政策決定過程に影響力を
及ぼす組織・機関・個人などの特定、彼らの
言明内容の特定化をはかる。とくに環境
NGO や市民運動団体などの「市民セクター」
の戦略や戦術、力などがどのような影響を与
え得るのかを、実証的に明らかにする。（5）
日本では近年「温暖化懐疑論」は、主要紙に
は掲載されにくいものの、雑誌記事や書籍と
して刊行され、一定の売り上げをおさめてい
る。補完的に雑誌メディア・書籍での温暖化
問題の取り上げられ方の変遷を検討する。 
 
３．研究の方法 
（1）国際比較参加国で共通に、各国でもっ
とも影響力のあるオピニオンリーダー的な

新聞、そのカウンター的なライバル紙、経
済紙の3紙を選び（日本の場合には、朝日新
聞・読売新聞・日経新聞）、「温暖化（glo
bal warming）」もしくは「気候変動（cli
mate change）」を検索語として、 
1997年から2009年までの新聞記事データ
ベースから、この両語のいずれかを含む記
事件数を各月ごとにカウントしたのち、ラ
ンダムサンプリングで3分の1の記事を抽出
し、以下のような分析を行った。（2）SPS
Sを用いて各記事の内容および文脈を、政策
決定・経済とエネルギー・エコロジーと気
象・NGOなど市民社会・科学と技術・ライ
フスタイルや価値観の6カテゴリーに分類
した（Media Frame Analysis）。各紙ご
との記事の扱われ方の時系列的な変遷、各
紙ごとの特質を比較した。 
（3）抽出した新聞記事を国際共同研究のド
イツ・チームが独自に開発した DNA（Dis
course Network Analyser）というコンピ
ュータ・ソフトを用いて、気候変動問題に
関して、どのような主体がどのような争点
について、肯定的もしくは否定的な言明（s
tatement）をなしているのか（例えば、国
内排出権取引制度の開始について）をコー
ド化した（Discourse Network Analysis）。
Discourse Network Analysisによって、各
紙ごとにどのような主体（個人や組織・機
関）がとくにキープレイヤーとして扱われ、
その言明が、報じられているのか、その時
系列的な変遷（例えば、国内排出権取引制
度の開始についての言明内容の変遷）を把
握し、各紙ごとの特質を比較した。（4）新
聞記事の分析とメディア関係者からの聴き
取りをもとに、主要な関係省庁・政府系研
究機関・業界団体・民間シンクタンク・NGO・
自治体・政党・マスメディア・企業など125
団体を選び、各団体の気候変動問題担当者
に質問紙を用いて面接、72団体から回答を
得た（回収率57.6％）。（5）研究分担者の
野田浩資を中心に、京都市を事例として、
環境NＰO、パートナーシップ組織などを
対象として、地域レベルでのネットワーク
形成、政策形成への影響についてインタビ
ュー調査、参与観察を行った。（6）日本
では気候変動に「懐疑的な論考」は主要な3
紙には掲載されにくい一方で、そのような
論調は、主に雑誌メディアや書籍というか
たちで提供され、一定の反響を得ている。
研究分担者の喜多川進を中心に、新聞記事
に関して行ったのと同様の手法で、雑誌メ
ディアや書籍メディアでの論調の変遷を分
析し、新聞と雑誌・書籍メディアの報道の
しかたの差異をあわせて検証した。 
 
４．研究成果 
 Media Frame Analysis 及び Discourse 
Network Analysis からは、日本におけるメ
ディア報道は、（1）主要3紙間の報道パターン
は類似性が高いこと、（2）政策決定中心で、
イギリスなどと比較して市民社会の活動に関
する記事割合が少ないこと（韓国・台湾など
東アジアに共通する）、（3）気候変動問題が争
点化した初期から、いわば環境先進派とエネ
ルギーの安定供給を重視するエネルギー派と
いう対立軸が見られることが明らかになった。  

 インタビュー調査と政策ネットワーク
分析からは、①日本国内の主要な関係団体は、



気候変動問題の重大性など基本的な問題の
所在については認識を共有している。②前述
のエネルギー派と環境派にほぼ対応して、経
済産業省・経済団体・業界団体などのように、
自主的な削減の取り組みを評価し、大きな削
減目標に消極的で、京都議定書を相対的に低
く評価するグループと、環境省・地方自治
体・環境 NGO などのように、法的な削減を求
め、大きな削減目標に積極的で、京都議定書
を高く評価するグループとに2極化している。
③国内において有効な温暖化政策に関して
は、省庁・経済団体・業界団体等は自主的な
削減目標を重視し、地方自治体・政党等は、
セクター毎の法的な排出削減を重視してい
る。90 年比 25％削減の目標が過大とするグ
ループは自主的な削減目標を重視し、90年比
25％削減を肯定するグループは法的な規制
を支持する傾向にある。④温暖化対策の効果
的促進を妨げている要因として多く指摘さ
れたのは、「政治のリーダーシップの乏しさ」
（59.8％）、「メディア報道の偏り」（50.0％）、
「消費者が消費行動を変えたがらないこと」
（50.0％）である。⑤省庁は省庁間の密なネ
ットワークと持つとともに、国際機関・海外
の政府からも多くの政策助言を受けている。
経済団体・業界団体は、省庁と個別企業から
意見を集約して、省庁と企業の結節点となっ
ている。NGO は、経済団体・企業との結びつ
きが弱く、環境 NGO の政策提言は、政策ネッ
トワークの中で活かされていない。⑥政策ネ
ットワークのこのような2極化と政策形成過
程における環境省・地方自治体・環境 NGO な
どの影響力の相対的な弱さが、国際的に見た
場合の、日本の気候変動政策の消極性の政治
社会学的要因と考えられる。 
 京都市における事例研究では、パートナー
シップ組織である「京のアジェンダ２１フォ
ーラム」の活動の展開プロセスを分析し、そ
の機能を検証した。京都市の NPO 法人「気
候ネットワーク」が、省エネラベルという国
レベルの政策形成に対して、地域内、地域外
のステークホルダーと連携してはたした「市
民セクター」の影響力について実証的に明ら
かにした。 
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